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総合振興計画・定住自立圏共生ビジョン・総合戦略 

審議会委員からのご意見及び浜田市の考え方 
 

No ご意見の概要 浜田市の考え方 

総合振興計画 

【産業経済部門】 

1 浜田港と釜山港を結ぶ航路があります

が、浜田の企業は韓国と実際に取引を行っ

ているのかを尋ねたいです。また、どのよ

うなものを取引しているのかが知りたいで

す。 

浜田は韓国に近いということが強みだと

思うので、企業誘致を行う場合は、韓国と

取引している企業が良いのではないかと思

いました。 

（産業経済部） 

浜田の企業には、浜田港を利用して韓国

と輸出は魚介類、輸入はプラチック製品や

紙類及び同製品、魚介類などの取引をされ

ている企業もあります。 

国際定期コンテナ航路がある浜田港は、

企業誘致で大きな強みでありますので、韓

国をはじめ貿易をしている企業について、

関係機関と連携して企業誘致に努めてま

いります。 

2 産業経済部門においては、コロナ禍に影響

しているところが大きいと思います。その

点について、後期計画では新たな施策（救

済策）は検討されていますか？特に、宿泊、

観光分野には早急な支援が必要ではないか

と考えます。 

（産業経済部） 

新型コロナウイルス感染拡大によりダ

メージを受けた観光関連事業者等への支

援について、その都度全体的な状況判断が

必要になることから後期計画には記載し

ておりません。これまでも様々な支援を行

ってまいりましたが、今後の感染拡大状況

や、国・県の支援策の内容、また、市内観

光事業者の状況等を総合的に判断し、必要

な支援を検討してまいります。 

3 新規学卒地元就職者数の増加は、特に大

学生については、そもそも市内企業が大卒

者を雇用したいのか（大卒者に見合う仕事

があるのか、雇用できるだけの給与水準、

福利厚生を用意できるのか）も含めて目標

を設定いただきたい。魅力発信で就職もよ

いが、その後長く勤められることができる

安定、保障がなければ結局は離職、市外へ

の流出となってしまう。 

（産業経済部） 

個別の企業ニーズを都度把握し、市とし

て計画目標を設定することは困難です。 

しかしながら、若い世代の仕事への定

着、定住は大きな課題であると認識してお

りますので、引き続き、情報収集・発信に

努めてまいります。 

【健康福祉部門】 

4 健康づくりの推進において、健康寿命延

伸の為に取り組む必要性がある。特に働き

世代では、知識はあっても実践力が薄いこ

とから将来における病気のリスクが高ま

る。コロナ禍で評価ができないとのことで

はあるが、浜田市の目標をしっかり掲げて

ほしい。 

（健康福祉部） 

健康寿命は徐々に延伸はしていますが、

島根県内で比較すると低い状況は続いて

います。まずは県平均を目標に掲げていま

す。 

健康長寿延伸のためには、関節症対策・

認知症対策・脳卒中対策が必要と分析して

おり、高齢者の介護予防やフレイル（虚弱）

予防だけでなく、働き盛り世代からの生活

習慣改善の取り組みが必要と考えていま

す。「はまだ健康チャレンジ事業」や、市

内の事業所を対象にした「はまだ健活事業

所応援プロジェクト」、「しまね健康寿命延
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伸プロジェクト事業」のモデル地区活動な

ど、『はまだ健康プロジェクト 10 か年事

業』として、目標に向かって、市民や関係

機関と連携して計画的に取組みます。 

5 がん対策について、タバコの禁煙者を増

やすことを掲げてほしい。タバコはがんの

リスクが大きい。がん検診の受診率を上げ

る更なる取り組みが必要。 

（健康福祉部） 

禁煙対策については、健康増進計画にも

掲げて取組みを進めており、禁煙相談日の

開設や禁煙の普及啓発に取り組んでいま

す。タバコの禁煙者を増やす取り組みにつ

いて継続してまいります。 

がん検診の受診率向上を目指して受診

料の無料化や年齢を区切って案内通知や

未受診者への案内、休日検診などを取組ん

でいますが、まだまだ周知が不十分ですの

で更に取組みを進めてまいります。 

6 浜田医療センターだけでなく、近隣の医

療機関でも医師確保に苦慮しているところ

ではあるが、現在の医師確保施策の継続、

更なる施策の検討をお願いします。障がい

者に対する施策の一部を除いて数的な整備

は整ってきていると思います。今後は、支

援ついて、内容を確認、検証することで充

実を図ることが必要と考えます。 

（健康福祉部） 

新たな医師確保については、島根県、島

根大学、しまね地域医療支援センター等の

関係機関の事業連携の他、今年度から島根

大学医学部附属病院内に総合診療医セン

ターが新設され、浜田市国保診療所連合体

医師 1名を週 1回派遣し事業実施に協力し

ています。 

総合診療医センターの役割としては、医

療の専門分化・高度化が進む中臓器別・疾

患別専門医の育成が進む一方で、高齢化も

同時に進行し、患者個人の複数疾患や生活

上の課題を総合的に診ることができ、地域

包括ケアにおいても中心的な役割を担え

る医師の確保が必要であるため、幅広い領

域の疾患等を総合的に診ることのできる

総合診療医の養成や育成・確保するための

拠点であります。 

浜田市においては平成 21 年度から取り

組んでいる、浜田市中山間地域包括ケア研

修センターでの総合診療医の育成や確保

対策は、市民の暮らし健康を守る市行政の

重要的な課題であると認識し、先行的な取

組の一つであります。 

7 包括センター業務が委託となり、「行政と

委託先の継続的な連携、協力」とあるが、

どのようなことができ必要と思われるの

か。 

（健康福祉部） 

地域包括支援センター業務を外部委託

する場合、委託前と委託後におけるサービ

ス水準の維持が重要であることから、現在

市と委託予定法人が月 2 回程度の頻度で

合同研修会を開催することにより、スムー

ズかつサービス水準を維持した業務委託

に向けた取り組みを行っています。 

また、地域包括支援センター業務委託後

は高齢者からの総合相談業務等は受託事

業所が行うこととなりますが、必要に応じ

て市の担当課が連携して対応することが
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できることから、今まで以上に迅速かつ手

厚い支援を行うことも可能と思われます。 

【教育文化部門】 

8 「自分には良いところがあると思ってい

る子どもの割合」小 6 児童が過去 5 年間連

続で C になっている。従来のやり方ではな

く新たな取り組みが必要ではないだろう

か。自己肯定感を高めるには放課後の自由

な余暇の保障、異年齢交流が重要と考える。

コロナ禍で習い事など何かに属しているこ

とで安心する保護者が更に増え、子どもは

放課後、休日の自由時間まで奪われている

ように感じている。子どもの声に耳を傾け

寄り添える大人を増やすことも必要だが、

保護者が子育ての不安を話せる居場所作り

など、子どもをとりまく背景にも注視した

策が欲しい。 

（教育部） 

新たな取組として、昨年度より話し合い

を通じて自己の取組のよさについて定期

的に自己評価し、学期末や学年末にキャリ

ア・パスポート（子どもたちが、小学校か

ら高等学校までのキャリア教育に関わる

活動について記入し記録を保存する評価

方法）としてまとめ、相互評価により自己

肯定感を高める取組を全小中学校で行っ

ています。今後もこの取組を強化してまい

ります。 

 地域ぐるみで子どもを育み、子どもも大

人も、そして地域も高まりあうことを目的

に、はまだっ子共育推進事業を実施してい

ます。 

 子どもに対しては、まちづくりセンター

を中心に放課後子ども教室等を実施する

ことによって、安心・安全な居場所づくり

や異年齢交流等の推進を図ってまいりま

す。 

また、保護者に対しては、浜田親子共育

応援プログラム(通称 HOOP!)をとおして、

家庭教育に関する講座の実施等を行い、子

どもに関する学習機会を提供するととも

に、保護者同士の交流を図ってまいりま

す。 

9 教育文化部門の取組みですが、進捗状況

の目安として「～と思う子どもの割合の増

加」という統計結果で判断材料とするのは、

とてもあいまいな感じがする。読書の推進

についても、図書館の利用者の増減だけで

判断できないと思う。 

学校での目標は、学習の定着、学力の向

上を主として、学校以外の地域で行える学

習支援の取組みがもっとあれば良いと考え

ます。（ボランティアに頼らないようなオン

ライン学習など） 

（教育部） 

進捗状況の目安について、他との比較が

容易なように、「全国学力・学習状況調査」

の項目に合わせ、子どもの「意識調査」の

結果をもって判断材料としてきました。今

後は、行動の尺度となる目標設定も検討し

ていきたいと考えます。 

読書の推進のすべてが、図書館利用者の

増減だけで判断できるとは考えませんが、

図書館の利用者を増やす取り組みは、読書

推進の重要な項目であると考えます。今後

も各種イベントの開催などを通じ、読書活

動全般の推進に取り組んでまいります。 

学校以外の学習支援の場としましては、

まちづくりセンター等を拠点として、放課

後子ども教室や、地域学習支援事業を行っ

ています。 

コロナ禍においても効果的な学習支援

ができるよう、各教室で計画をたてて実施

しております。委員ご指摘のオンライン学

習等も視野に入れ、今後の取組を検討して

まいります。 
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10 人権教育は非常に大切だと考えます。「自

分を大事に思うこと、人を大切に思うこと」

を子どもたちに伝え、考える場が必要にな

ると思います。教育現場だけでなく、社会

教育の立場からも市民の理解と協力が得ら

れる施策が求められると考えます。さらに

学校教育の場における給食の意義、加えて

社会的ニーズである子どもの貧困などにつ

いても考える必要があると思います。行政

の積極的関与による福祉分野との連携強化

をお願いいたします。 

（教育部） 

人権教育には、学校教育としての人権教

育とは別に、社会教育としての人権教育も

必要と考えます。まちづくりセンターや事

業所等で行う小規模な人権学習のほか、人

権講演会の開催などあらゆる機会を通じ

て市民の人権意識の高揚を図り、差別や偏

見をなくしていくための施策の推進に努

めます。 

経済的に困窮している児童生徒に対し

て給食費や学業品費を支援する就学援助

を行っています。家庭環境に関係が深いも

のでありますので、福祉分野と連携し取り

組んでまいります。 

【生活基盤部門】 

11 汚水処理人口普及率の増加は、現状の目

標値にしても、全国的に見てレベルが低す

ぎると思われる。特に、狭隘な市内中心部

では合併処理槽を敷地内に埋めるのにも難

儀をすると聞いたこともあり、現状の下水

道整備計画も少なくとも目標年度の供用開

始が遅滞なく実施できるよう対応をいただ

きたい。 

（上下水道部） 

浜田市の汚水処理人口普及率は全国や

島根県の普及率と比べ非常に低く、普及率

向上のためには下水道や合併浄化槽の整

備が必要です。 

下水道課においては、現在、市役所、浜

田駅前周辺を優先整備区域とし令和 2 年

度より下水道整備に着手し、令和 8 年度よ

り順次供用開始を目指し取り組んでおり

ます。 

供用開始時期が遅れることのないよう

整備を進めてまいります。 

12 人口問題を考える時に、よく 2025 年問

題・2030 年問題といった言葉が使われます。

団塊世代が後期高齢者になられた際の問題

点のキーワードとなっていますが、空き家

対策についてはあまり語られません。 

団塊世代の方たちは大抵の場合、持ち家

に住んでおられるので後には大量の住宅が

残って老朽化が進み景観や防犯上の問題が

生じてきますので、これからの町づくり計

画に空き家対策も考慮していく必要がある

と思います。 

（都市建設部） 

当市でも危険な空き家の数は増加して

おり、相談件数も多いことから、市として、

危険な空き家に関して対応していかなけ

ればならない状況です。 

したがいまして、浜田市総合振興計画に

危険な空き家に関する対策を記載し、実施

していきます。 

（地域政策部） 

空き家の状態を見極め、利用が可能な空

き家については、空き家バンクへの登録を

促す取組を継続することが必要であると

考えております。  

現在、中山間地域には空き家の相談チラ

シを広報はまだと一緒に配布しておりま

す。また、固定資産の所有者が亡くなった

際には、資産税課で相続人の手続きに来ら

れた方へ、空き家バンク登録チラシを配布

し、制度案内を行っています。 

今後も、引き続きこの取組を行い、空き

家の利活用の促進に努めてまいります。 
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【防災・防犯・消防部門】 

13 地域の防災について様々な情報がなされ

ていますが、実際の災害時における支援体

制、避難所（特に福祉避難所）の整備等が

急務であると考えます。また、地域の防災

力は人口の減少、高齢化により決して強力

なものではないと考えます。このような状

況に考慮した防災体制、訓練等が必要では

ないかと思います。高齢者、障がい者が一

人も取り残されない社会、安心、安全な地

域となるために具体的な行動が必要な段階

になってきたと思います。 

（総務部） 

ご意見のとおりと考えています。福祉避

難所の整備については、関係各課と協力の

上、現在、避難所の設置や人員の配置、資

機材の整備について検討を開始している

ところです。 

市民一人ひとりが安心して暮らせるよ

う、地域防災力の向上や防災体制の整備、

適切な防災訓練の実施など、安心、安全な、

災害に強いまちづくりの実現に向けて、取

り組んでまいります。 

14 自主防災組織が増えている傾向である

が、評価はＣとなっている。Ａになる為の

取組みは何を考えるか。しっかりとした取

組みを作ることで災害に強いまちになるの

でお願いしたい。 

（総務部） 

増加傾向ではありますが、目標（85％）

に対しては、低い水準（68.2％）であるた

め、Ｃ評価としました。 

目標を達成するためには、まずは地域の

自主防災組織の組織化への意識を醸成し

ていく必要がありますので、未組織の地域

への声掛け、隣接地域の設立事例の紹介、

防災士の養成、出前講座の実施、地区まち

づくり推進委員会と連携した働きかけな

どの取り組みを行い、市民の防災意識の高

揚を図ってまいります。加えて、設立時・

設立後の継続したフォローアップや、設立

した組織の資機材整備に係る支援を行い、

組織設立を加速させるよう取り組んでま

いります。 

【地域振興部門】 

15 地区まちづくりは、立ち上がりつつあり

ますが、立ち上げありきではなく、持続可

能な町づくりになるよう、支援協力をして

いただきたい。 

 

（地域政策部） 

地区まちづくり推進委員会の設立に当

たっては、地域との話し合い等を重ね、地

域の意向を尊重しながら進めています。 

また、市では、地区まちづくり推進委員

会の設立支援、まちづくり計画策定支援、

事業実施の支援、まちづくり総合交付金の

交付など、それぞれの地域の実情に応じた

人的・財政的支援を行っており、引き続き、

持続可能なまちづくりが展開されるよう

努めます。 

16 人権研修会等の開催回数の増加は、例え

ば市役所直営の放課後児童クラブでは、職

員に対する人権研修会が実施されていない

と聞いたことがある。福祉施設や民間企業

に拡充していくことも重要だが、同時に「足

元」を固めていくことも必要ではないか。

コロナ対策もあり大変だとは思うが、目標

を達成するようにしていただきたい。 

（地域政策部） 

現在、放課後児童クラブ職員を対象とし

た当センター主催の人権研修は実施して

おりませんが、今後、人権研修を受講でき

る機会の確保と手法について検討してま

いります。 
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【自治区別計画】 

17 自治区別計画では、浜田自治区が核にな

らなければならないのに、商業支援や地域

活動が周辺自治体に比べて活発でない印象

を持つ。地域住民の横のつながりをもっと

推進していきたい。 

（地域政策部） 

まちづくりの推進は、浜田地域（旧自治

区）も含め、各地域において、それぞれの

個性を活かして計画的に実施する必要が

あります。 

浜田地域においては、課題である地域住

民の横のつながりの希薄化を解消するた

め、地域内の話し合いの場づくりなど、地

域活動の活発化に向けた取組を進めてま

いります。 

【全  体】 

18 コロナの影響により、交流会やイベント

等の開催に制限がある為、計画の一部は確

実に阻まれてはいるが、この状況において

もインフラ整備（経済・社会・交通・通信・

ＩＴ化など）を強力に推進していくことは

可能だと思う。進捗度が低い項目について、

コロナの影響が少ないと思われている目標

については、方策の見直しをしていくこと

が必要。 

 

（事務局） 

コロナの影響が大きい交流会やイベン

ト等についても、コロナ対策を講じた開催

方法の検討や目標達成した項目を上方修

正するなど、各目標で取組みを進めており

ます。 

今年度が最終年度であることから、前期

計画目標値については見直しを行わず、後

期基本計画策定を行う上でコロナの影響

を踏まえた施策の見直しを行います。 

19 進捗に対する意見は、コロナウイルスの

影響もあり、正直特に意見はないです。 

効果のありそうな政策を引き続き行っ

て、あまり効果のないものはやめた方が良

いのではないかと思います。 

（事務局） 

項目ごとに 5 年間の評価を行い、後期基

本計画へ向けた考えをまとめております。 

その内容を踏まえ、後期計画へ引き継ぐ

もの、新たな取組みを行うものを検討して

いきます。 

20 目標達成された項目について、後期はど

うするのか。更新した目標を設けるのか、

違う項目を策定するのか。 

目標値を上方修正している項目はある

が、下方修正することはないのか。（コロナ

要因など） 

（事務局） 

目標達成した項目については、5 年間の

評価を参考に審議会委員からいただいた

ご意見、また市民委員会や各種団体のご意

見を踏まえ、後期計画へ引き継ぐもの、新

たな取組みを行うものを検討していきま

す。 

下方修正については、議会の議決を受け

ていることから基本的に目標値を変えず、

取組みを行うこととしています。目標達成

した項目については、更に取組みを進めて

いくため、目標値の上方修正を行っていま

す。 
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定住自立圏共生ビジョン 

【生活機能の強化に係る取組】 

21 総合振興計画と重複する部分は多いが、

地域生活を支える上で必要となる施設は整

備されてきたが、子育て世代、介護者等の

家族を支える仕組みの創設（併設）が求め

られている。社会的孤独の解消が安定した

地域生活の営みに繋がると考えます。 

（健康福祉部） 

子供・高齢者・障がい者など全ての人が

地域で生きがいを持って共に暮らし、高め

合うことができる「地域共生社会」の実現

に向け、包括的・重層的な支援体制づくり

に努めます。 

具体的には、制度や分野の枠を超え、地

域の生活課題について総合的に相談に応

じ、情報の提供や助言等を行うことができ

る体制や、支援関係機関が連携し、課題解

決に向けた支援を一体的に行える体制の

整備に取り組んでまいります。  

また、地域社会からの孤立を防ぐため、

住民同士が出会い参加できる場や居場所

の確保、日常生活の中でお互いに支え合う

関係性をつくるコミュニティ活動やサー

クル活動への支援も検討いたします。 

22 浜田市国民健康保険診療所の常勤医師数

が 3 年間にわたり「Ｃ評価」、目標に対する

欠員 2 名となっているが、現状の関係機関

との連携や実習の受入れで確保の見込みが

立たないのであれば、今後の取組内容を変

える必要があるのではないか。医療体制が

ない（医療体制にアクセスしにくい）地域

ができてしまうと、その地域に住んでくだ

さいとは言えなくなる。 

（健康福祉部） 

欠員 2 名に対し、現在は常勤医師 2 名、

島根県からの派遣医師 1 名、短時間勤務医

師 2名の 5名体制で国保診療所連合体とし

てグループ診療を行っています。 

関係機関の連携では、本年度末をもって

定年を迎える医師 1 名について、島根県も

認識し、県立中央病院総合診療科において

も、後期研修の研修先と現在調整中です。 

実習の受入れについては、総合診療医の

育成のため、島根県や島根大学も必要性を

認識し、今年度から島根大学医学部附属病

院内に総合診療医センターが新設されま

した。浜田市においては平成 21 年から、

総合診療医の必要性を考え浜田市中山間

地域包括ケア研修センターでの医師の育

成に取り組んでいます。これまでの取り組

みが評価に値するものと考えます。 

23 放課後児童クラブの定員数を増やしてお

り、少子化の中でも受入数が右上がり。保

護者の需要が伺える。保護者ニーズ重視に

偏ると時間延長など子どもの健全な成長を

妨げると考える。利用者の子どもにアンケ

ートなどで声を取り入れているか尋ねた

い。定員数増に伴いスタッフも増員してい

るが、スタッフ研修の有無、児童クラブご

とに運営ガイドラインは一律なのか、それ

をする機関があるか尋ねたい。 

（健康福祉部） 

放課後児童クラブの役割は、保護者が労

働等により昼間家庭にいない子どもに遊

びや生活の場を提供することであり、その

開設時間は、一定程度親の労働時間に左右

されると考えております。一方で、子ども

にとって家庭で過ごす時間は重要である

と考えており、現在の時間延長はそのバラ

ンスを考えて行いました。利用する子ども

の声は、各クラブにおいて活動内容に取り

入れる等しております。一定程度の経験の

ある支援員は、放課後児童クラブ認定資格

研修を積極的に受講するよう指示してお

ります。運営ガイドラインは、国が示して
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いる「放課後児童クラブ運営指針」に沿っ

て、全クラブが運営を行っております。 

【結びつきやネットワークの強化に係る取組】 

24 地域公共交通について、新たな運行計画

とはどのような計画か。 

（地域政策部） 

浜田市生活路線バス及び予約型乗合タ

クシーの運行に係る計画全般（路線、便数、

ダイヤ、運賃等）を指します。 

令和 3 年度からの運行計画については、

令和 2 年度までの運行実績等を踏まえ、路

線や便数、ダイヤ等の見直しを行いまし

た。 

地域の状況や実態に即した運行計画と

なるよう概ね 3 年ごとに見直しを行って

います。 

25 シングルペアレント就労人材育成事業は

終了したが、現在何人の方が浜田に就労定

住されているのか。これからも何らかの支

援はあるのか。 

 

（地域政策部） 

令和 3 年 7 月 31 日現在で、10 世帯 25

人が定着しています。なお、10 人中 9 人

が、研修先の事業所で引き続き就労をして

います。 

現在、通常の U・I ターン者の受入れと

同様に、相談内容に応じてひとり親支援制

度をお伝えするなど、きめ細やかな対応に

努めております。 

26 ＵＩターン者数が近年になって増えてい

るということは重視すべきで、何を求めて

地方に移住したのか、そのきっかけや理由

の統計を活かしたいところ。（自然、人との

ふれ合いや安らぎ、自分らしさなど）住民

の「生活満足度」を上げる具体的な方策を

進めていく。企業誘致、雇用の促進、賃金

安定など経済的に困らないことや交通、医

療、教育、子育てなどの環境整備を確実に

していくことが定住化に不可欠だと思う。 

（地域政策部） 

過去 3年にかけて Iターンした方にアン

ケート調査を実施しました。その中で、浜

田での暮らしで感じていることとして、自

然が豊か、食べ物がおいしい、仕事のやり

がいや通勤時間に満足、地域の繋がりが良

い等の回答がありました。 

こういったアンケート結果を参考とし、

今後の定住促進策に繋げていきたいと考

えております。 

27 多くの学生に浜田で就職してもらうに

は、浜田に愛着を持ってもらうことが必要

だと思います。そのためにも、学生と地域

住民が関わる機会を多くつくることが大切

だと考えます。 

（地域政策部） 

大学等高等教育機関と連携したまちづ

くり推進事業補助金の交付や島根県立大

学の学生が商店街等でパフォーマンス等

を行う「まちなかキャンパス」を実施し、

学生と市民の交流促進に取り組んでいま

す。 

現在は、新型コロナウイルス感染症の影

響で交流の機会が減少していますが、学生

が浜田に愛着を持ち、卒業後の定住につな

がるよう市民との交流機会の創出に努め

てまいります。 

28 進捗に対する意見ということで、現状効

果が出ているものは続けて、効果のうすい

ものはやめてしまった方が良いと思いま

す。違う分野の事は細かくは分かりません

が、実際に空き家の改修をする助成として

「上限 30 万、2/3」というのは、空き家を

（地域政策部） 

令和 2 年度の空き家バンク入居物件数

は 53 件（U・I ターン者入居 18 件、市内

転居 35 件）のうち、売買件数は 32 件

（60.4％）です。 

また、売買件数 32 件のうち、U・I ター
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ＵＩターン者の誘致の材料として使うには

少なすぎると思います。成果指標が「空き

家バンク登録件数」ではなく、「空き家バン

クでの実際の売買成立件数」でなければ、

効果の確認にならないのではないかと思い

ます。 

ン者の入居物件数は 6 件でした。 

なお、40 歳未満の若者又は U・I ターン

者が売買契約後に改修補助金を活用する

場合は、上限 50 万円と、上乗せ補助を行

っております。 

空き家バンク登録件数の増加すること

が、利用者の住まいの選択肢を広げるもの

と考えておりますので、後期計画におきま

しては、登録件数に加え、契約（賃貸、売

買）成立件数も指標とすることを検討いた

します。 

【全  体】 

29 「住みたくなる浜田」、「魅力ある浜田」

について、市民のニーズを把握する必要が

あるのではないでしょうか？行政の施策と

の乖離を感じる、行政の意図が伝わりにく

い部分があるのではないでしょうか。広報

誌、ケーブルビジョン等を通して、施策に

ついて細やかに説明する場を設ける必要が

あると考えます。 

（事務局） 

市民ニーズの把握については、元気な浜

田づくり市民委員会を 2 回開催し、「こん

な浜田がいいな」をテーマに市民の皆さん

からご意見をいただいたところであり、こ

の意見を後期基本計画の各部門に盛り込

んでいけるよう検討を行っているところ

です。 

また、「現状と課題」や主要施策の作成

にあたり、各部署において団体へのヒアリ

ングを実施し、課題や要望の把握を行った

ところです。 

そういった意図が伝わるような広報

誌・ホームページの掲載、冊子配布、ケー

ブルテレビによる周知、必要に応じて説明

する場を設けていくなど考えています。 

30 仕事量は有るのに、後継者不足で廃業し

ていくケースが後を絶ちません。 

商工業者の衰退が地域の衰退に拍車をか

けるといった悪循環になっています。Ｉタ

ーンやＵターンの人に後継者となって頂く

ためのマッチングや、定着するまでの財政

支援等の制度の拡充を考えていく必要があ

るのではないでしょうか。 

（産業経済部） 

ご質問のとおり、浜田市内の廃業予定企

業の廃業理由として後継者不在があげら

れます。現在、地域おこし協力隊制度を活

用して、2 名の方が事業承継のマッチング

に取組んでいます。着任後 2 年以内に承継

先を選定することとしていますので、状況

に応じて支援策を検討してまいります。 
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総合戦略 

【産業振興と企業立地による雇用の創出】 

31 「企業立地優遇制度による雇用創出数」

の評価がＤであり、よく言われる「浜田に

は広い土地が無いから企業が来ない」とい

う状況を打破できる要素はないのかと思

う。企業やリモートワークなど、地方に住

んでもやりがいを感じられる仕事をするこ

とは可能だと思う。空き家や空き店舗など

を利用した企業ブース、出店スペースを増

やしたり、ＳＮＳやホームページなどで浜

田に住むメリットや魅力を発信し続けるこ

とで若者層にアピールできるのではない

か。今よりもっと「よく見える」形で発信

していくべきだと思う。 

（例）メディア（ＣＭコンテンツなど）、

アンテナショップ、ＴＶ番組、情報誌、映

画、アニメ、マスコット、ゆるキャラ等 

（経済産業部） 

ご質問のとおり浜田市において、整備さ

れた団地には限りがあり、新たな用地の準

備には多額の費用がかかります。 

今後は遊休地・遊休施設を積極的に活用

した企業誘致を推進してまいります。 

また、今年度地域政策部において移住定

住情報サイトの作成も行います。より効果

的な情報発信に努めてまいります。 

32 継続的な人口減少の中で、働き手（産業

の担い手）の確保、養成について、先駆的

取り組みを行っている自治体等を参考に後

期計画に反映していただきたいと思いま

す。 

（産業経済部） 

参考となる先進事例があれば、反映を検

討します。 

33 新規学卒地元就職者数について、SNS での

魅力発信に加えて、オンラインで地元企業

について詳しく知ることができれば良いな

と思いました。 

（産業経済部） 

企業の意向を踏まえ検討します。 

【子どもを安心して産み育てる環境づくり】 

34 出生数に目を奪われがちだが、生まれて

きた子どもがこの浜田市で幸せな子ども時

代を過ごせるかが重要と考える。親が安心

して子どもを育てられる環境づくりと、地

域の中で子どもを育てながら親も成長でき

る環境づくりが必要。今子育てしている世

代が感じている声を聞く機会があるか尋ね

たい。 

（健康福祉部） 

子育てしている世代の声を聞く機会と

して、乳幼児健康診査時、赤ちゃん訪問時

や子育て支援センター「すくすく」を利用

された保護者などからがあります。 

35 出生数が 2020 年度で 296 名と、現状の目

標値 400 名は非現実的である。不妊治療費

助成や保育料軽減といった施策は大変あり

がたいが、直接的な「子育て支援」だけで

は結果が出ないことは明らかなので、子育

て世代の雇用環境（地元企業の給与、福利

厚生の向上や育休取得の促進等）も含め、

複合的に問題をとらえるべきではないか。 

（健康福祉部） 

少子化対策は、子育て世代の雇用環境も

含めた複合的な問題であると考えるため、

今年度から、従業員の出会い、結婚、出産、

子育てを積極的に支援する取組を行う事

業所等を「出会い・結婚・出産・子育て応

援事業所」として認定し、取組により従業

員に休暇を取得させた際に代替の従業員

を雇った場合、その費用の一部を補助する

制度を開始することとしております。 

36 地域で生活するために必要な要素の中に

医療は非常に大きな割合を占めると考えま

す。特に救急医療、総合診療科、小児科は

不可欠だと考えています。隣接する江津市

（健康福祉部） 

医療の機能分担など多くの課題はある

もの、引き続き島根県や島根大学などの関

係機関と連携し、浜田市の医療を守るため
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を含む地域の基幹医療機関として浜田医療

センターの医師の確保、機能の有効活用を

一層図っていただきたいと思います。安心

して子供を産み、育てられる街つくりとも

密接に関係していると思います。 

継続的に取り組みます。 

37 少子化対策として、産後の職場復帰の考

慮が必要と考えます。また、保育料の問題

も課題の一つに思える。他町では無料の所

もあり、義務教育中は安心して子育てがで

きる事が考えられないでしょうか。 

（健康福祉部） 

年度途中での 0 歳児の受入体制を整備

している保育所に対して補助を行うなど、

職場復帰しやすい環境づくりに努めてい

ます。 

また、保育料は、3 歳以上児は無料、3

歳未満児は国基準の 6 割に設定していま

す。 

さらに、今年度から第 3 子以降は、保育

料と給食費を無料にするなど、子育て世代

の経済的負担の軽減に取り組んでいます。 

38 認可保育所定員数は、定員の確保も重要

だが、施設がそのための人材（保育士）を

確保できないことも要因であり、人材の確

保、出生数の減少も含めて目標値を設定い

ただきたい。 

（健康福祉部） 

保育士の資格を取得しようとする本市

出身の学生に対し、修学資金を貸し付け、

その修学を支援することにより、市内の保

育士の確保に努めています。 

その結果、近年は子どもの数が減少する

中で、市内保育士の新規採用者数は 11～

12 名（うち修学資金貸付者 6～8 名）をキ

ープしており、人材確保には一定の成果を

あげているものと考えています。 

39 進捗に対しては成果のあるものは続け

る、ないものはやめる、で良いと思います。

空き家バンクの売買成立数なども知りたい

です。また、婚活イベントを通して実際に

結婚された数もわかると効果があったのか

わかりやすいと思います。 

（地域政策部） 

令和 2 年度の空き家バンクの入居物件

数 53 件のうち、売買物件数は、 32 件

（60.4％）でした。 

なお、後期計画では、登録件数に加え、契

約（賃貸、売買）成立件数も指標とするこ

とを検討いたします。 

 また、婚活イベントを通して成婚された

件数は、2 件です（進捗状況表に、記載し

ています）。 

【総合戦略の趣旨】 

40 趣旨や基本目標にある「しごとの創生」

「地方における安定した雇用を創出する」

などの中にある若い世代が安心して働ける

「相応の賃金、安定した雇用形態、やりが

いのあるしごと」という点は、何を基準に

しているのかよくわからないので、もう少

し現実的なものの方が良いと思います。 

（事務局） 

総合戦略の趣旨については、国、県の戦

略を基に策定することとなっていること

から、国の戦略で示されたものを掲載して

おります。 

 浜田市では、国、県の総合戦略を勘案し

基本目標を「産業振興と企業立地による雇

用の創出」として取組みを進めておりま

す。 
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その他 

41 継続的な相対的な人口減少、それに伴う

労働人口の減少、コロナ禍による地元産業

の衰退などの状況があるなかで、様々な取

り組みがなされていると思います。しかし、

そのことが市民の生活に直結しているの

か、市民のもとに届いているのか、という

ことになると疑問が残ります。冊子を作成

しても、読んでいただかなければ関心を持

っていただけないのではないでしょうか。

まずは、浜田市が何を目的として、当期に

何を行おうとしているのか、市民に理解し

てもらう必要があると考えます。これまで

にはない情報発信を考えてはいかがでしょ

うか。 

（地域政策部） 

現行の計画でも行っている冊子配布、ホ

ームページへ掲載、それに加えて浜田市行

政情報番組（浜っ子タイムズ）での周知を

考えています。 

浜っ子タイムズは石見ケーブルテレビ

のチャンネルで放送されるだけでなく、ア

ーカイブとして Youtube でいつでも見る

ことができます。 

今後もこれまで以上に市民の皆さんに

理解していただける情報発信の方法等を

検討してまいります。 

42 狭義のことではありますが、障がい支援

を支える浜田圏域自立支援協議会は、圏域

として活動する形態をとっております。隣

接する江津市と歩調を合わせて、横断的に

施策を考え、支援の提供、質の向上を図っ

てはいかがでしょうか。さらに、高齢者福

祉、児童福祉との協働も今後は必要となる

と考えます。重層的な支援を提供するため

にも大きな視点が必要ではないかと考えま

す。そのためには、自立支援協議会の有効

活用を行政としてバックアップしていただ

きたいと思います。 

（健康福祉部） 

浜田圏域自立支援協議会は、浜田市・江

津市に居住する障がい者の地域生活を支

援するため、両市が協力し、関係機関の連

携強化や支援体制の構築に努め、また、そ

れぞれの市が持つ医療機関や福祉サービ

ス事業所等の社会資源を圏域で活用し適

切な支援に努めているところです。また、

今年度からは浜田市基幹相談支援センタ

ーを新たに開設しており、今後は 2 つの基

幹相談支援センターと浜田市・江津市とで

更なる連携を図り、既存の分野・制度の枠

を超えた、横断的・重層的な支援の提供に

ついて検討する必要があると考えます。 

43 自然現象による人口減少（少子高齢化）

はどうしようもないところがありますが、

若者世代を引き留める策の一つに、浜田に

Ｉターン、Ｕターンされている人に浜田の

良い所（魅力）の情報をしっかり流すのも

策ではないでしょうか。 

（地域政策部） 

令和 3 年度中に移住定住情報サイトを

刷新します。 

現在、本市に移住した方への取材や座談

会等を実施し、「移住者の声」として本市

の魅力等を発信すべく、掲載の準備を進め

ております。 

このサイトを通じて、移住検討者が必要

な情報を円滑に取得できるよう、努めてま

いります。 

44  企業、職場において天降りもあり、就職

の道も狭いのもあるのではないでしょう

か。若い人の意見・想いを寄せる場作りも

必要と思う。 

 

（産業経済部） 

企業の天下りについては把握できませ

んが、今年度から地域政策部において、若

者会議設置事業を実施しており、ご指摘の

「場」になるものと考えます。 

45 コロナ禍で集うことができないことか

ら、保護者行事も簡素化され、悩みを相談

できる深い仲間づくりができない状況が伺

える。子どもを育てるお母さん達もコミュ

ニティの場を失い、孤独の不安から特定の

ママ友を固執化し、子どもの遊ぶ子を親が

選んでいる状況が浜田市内でもあると耳に

（教育部） 

浜田親子共育応援プログラム (通称

HOOP!)では、家庭教育に関する講座の実施

等を行うことにより、子どもに関する学習

機会を提供するとともに、保護者同士の交

流を深めることを目的に実施しておりま

す。 
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する。少子化が拍車をかけ、親同士の輪も

コロナ禍で急激に変化している。子どもの

ためにと親同士の仲間に外れないよう携帯

が離せない親もあると聞く。親として大人

として大切なことが親学、HOOP などの対話

の中で気づき、救われる保護者が多いので

はないかと思う。家庭教育支援を小学校、

幼稚園、保育園の保護者活動に取り入れて

欲しい。 

 また、まちづくりセンターを拠点に、地

域で家庭教育を支援する体制も図られて

おります。 

委員ご指摘の課題を解決していくには、

息の長い取組が必要であり、引き続き

HOOP!を実施するとともに、周知にも力を

入れてまいります。 

46 正直わからないことが多かったので、と

ても参考になりました。町おこしをするの

には、どうしても若者の力が必要だと思い

ます。自分としては、地元に残ってもらう

よりは、実際に一度県外から地元をみたり、

外からの受入れを強化するべきだと思いま

す。まず、交通やネット環境の整備、田舎

に来るだけの受入れ政策を強化した方が良

いと思いました。コロナでわからない数値

も多かったですが、市が活動している内容

を知れて良かったです。 

（地域政策部） 

ご意見をいただきありがとうございま

す。おっしゃるとおり、当市も若者の力が

必要だと考えています。そこで浜田を良く

したいという想いを持った若者が集まる

若者会議を発足しました。若者が暮らしや

すいまちづくりに向けた新たな発想、施策

を展開するため、話し合いをしています。 

47 外ノ浦は日本遺産として指定を受けてい

ますが、景観等の保全計画や利用計画はあ

るのでしょうか？ 

それから、道路に挟まれた陸地に石造の

検潮所が残っていますが、撤去するでなく

しかるべき場所に移築し、活用を図る必要

があると思います。 

（都市建設部） 

外ノ浦については、浜田城跡などのよう

な重点地区には指定されていないものの、

「浜田市景観計画」において盛り込まれて

おります。 

（教育部） 

検潮所については、日本遺産の構成文化

財からは除外されていますが、その歴史的

意義から、当面現在地において文化財係が

調査を続けております。 

48 意見集約の依頼が遅いので、もっと日数

の余裕をもって送っていただきたい。 

（事務局） 

短い期間で、急な依頼となってしまい大

変申し訳ありません。今後は、日数に余裕

をもってご案内するように努めてまいり

ます。 

 


